
 
有毒ガス防護に係る申請書項⽬の整理表（技術的能⼒ 1.13） 

発⽣源  防護対象者  検知⼿段  防護対策 
補 1.13-11-別 2-13 

 

１.事業指定申請書（既許可） ２.既許可の対応 ３.影響評価ガイドに基づく確認 ４.整理資料への反映事項 

範囲にあることを把握する。 

【添付書類八 添付１ 12.b.(a)i. (ⅰ) 緊急時対策建屋換気

設備の起動確認手順】（P8-添1-1330） 

(ⅰ) 緊急時対策建屋換気設備の起動確認手順 

外部電源が喪失した場合は，緊急時対策建屋電源設備より受

電したのち，緊急時対策建屋換気設備の緊急時対策建屋送風機

及び緊急時対策建屋排風機が自動起動する。 

重大事故等の発生に伴い建屋外への放射性物質の放出を確認

した場合は，「ⅲ．重大事故等が発生した場合の放射線防護等

に関する手順等」に基づき居住性を確保するため，緊急時対策

建屋換気設備の切替手順を整備する。 

火山の影響により, 降灰予報(「やや多量」以上)を確認した

場合は，事前の対応作業として,除灰作業の準備を実施する。 

また, 降灰を確認したのち必要に応じて除灰作業を実施し，

緊急時対策建屋換気設備に影響を及ぼすおそれがある場合は，

再循環モードに切り替える。 

【添付書類八 添付１ 12.b.(a)i. (ⅱ) 緊急時対策所内の酸

素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度の測定手順】（P8-

添1-1331） 

(ⅱ) 緊急時対策所内の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化

物濃度の測定手順 

重大事故等の発生に伴い緊急時対策所の使用を開始した場

合，緊急時対策所の居住性確保の観点から，緊急時対策所内の

酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物濃度を測定する手順

を整備する。 

また，緊急時対策建屋換気設備の切替操作を行うための判断

にも使用する。 

１)手順着手の判断基準 

重大事故等の発生に伴い緊急時対策所の立ち上げを判断した場

合。 

２)操作手順 

緊急時対策所内の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素酸化物

濃度の測定手順の概要は以下のとおり。 

①非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき，

非常時対策組織の要員に緊急時対策所内の酸素濃度，二酸化炭

素濃度及び窒素酸化物濃度の測定を指示する。 

②非常時対策組織の要員は，対策本部室にて可搬型酸素濃度計，

可搬型二酸化炭素濃度計及び可搬型窒素酸化物濃度計を配置，
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有毒ガス防護に係る申請書項⽬の整理表（技術的能⼒ 1.13） 

発⽣源  防護対象者  検知⼿段  防護対策 
補 1.13-11-別 2-14 

 

１.事業指定申請書（既許可） ２.既許可の対応 ３.影響評価ガイドに基づく確認 ４.整理資料への反映事項 

起動し，緊急時対策所内の酸素濃度，二酸化炭素濃度及び窒素

酸化物濃度の測定を行う（測定範囲は，第12－７図を参照）。 

３)操作の成立性 

本対策の実施判断後，緊急時対策建屋内において，非常時対

策組織の本部長１人，非常時対策組織の要員２人の合計３人で

行い，10分以内に対処可能である。 

以上のことから，重大事故等の発生に伴い建屋外への放射性

物質の放出に至るまで十分な余裕があることから問題なく対処

することができる。 

【添付書類八 添付１ 12.b.(a)ⅱ. (ⅰ) 緊急時対策建屋放

射線計測設備（可搬型環境モニタリング設備）の測定手順】（P8-

添1-1333） 

(ⅱ) 緊急時対策建屋放射線計測設備（可搬型環境モニタリング

設備）の測定手順 

（略） 

３） 操作の成立性 

本対策の実施判断後，実施責任者，放射線対応班長及び建屋

外対応班長の３人，放射線対応班の班員２人並びに建屋外対応

班の班員３人の合計８人で行い，１時間以内に対処可能である。 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放

射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び

作業時の状況に応じて着用することとする。 

線量管理については，個人線量計を着用し，１作業当たり10

ｍＳｖ以下とすることを目安に管理する。 

さらに，非常時対策組織の要員の作業場所への移動及び作業

においては，作業場所の線量の把握及び状況に応じた対応を行

うことにより，非常時対策組織の要員の被ばく線量を可能な限

り低減する。 

重大事故等の対処時においては，中央制御室との連絡手段を

確保する。 

【添付書類八 添付１ 12.b.(a)ⅲ. (ⅱ) 緊急時対策建屋換

気設備の再循環モード切替手順】（P8-添1-1336） 

(ⅱ) 緊急時対策建屋換気設備の再循環モード切替手順 

重大事故等の発生に伴い建屋外への放射性物質の放出を確認

した場合，窒素酸化物の発生により緊急時対策所の居住性に影

響を及ぼすと判断した場合又は火山の影響による降灰により緊

急時対策建屋換気設備の運転に影響を及ぼすおそれがある場合

に，緊急時対策建屋換気設備を再循環モードへ切り替える手順

を整備する。 
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有毒ガス防護に係る申請書項⽬の整理表（技術的能⼒ 1.13） 

発⽣源  防護対象者  検知⼿段  防護対策 
補 1.13-11-別 2-15 

 

１.事業指定申請書（既許可） ２.既許可の対応 ３.影響評価ガイドに基づく確認 ４.整理資料への反映事項 

１） 手順着手の判断基準 

重大事故等の発生に伴い建屋外への放射性物質の放出を確認

した場合又は重大事故等に係る対処状況を踏まえ，放射性物質

が放出するおそれがあると判断した場合，窒素酸化物の発生に

より緊急時対策所の居住性に影響を及ぼすおそれがあると判断

した場合又は火山の影響による降灰により緊急時対策建屋換気

設備の運転に影響を及ぼすおそれがあると判断した場合。 

緊急時対策建屋換気設備による再循環モード切替判断のフロ

ーチャートを第12－９図に示す。 

２）操作手順 

再循環モードへの切替手順の概要は以下のとおり。 

再循環モードへの切替手順のタイムチャートを第12－10図に示

す。 

①非常時対策組織の本部長は，手順着手の判断基準に基づき，

非常時対策組織の要員に，緊急時対策建屋換気設備を再循環モ

ードへの切り替えを指示する。 

②非常時対策組織の要員は設備監視室へ移動し，監視制御盤に

て緊急時対策建屋換気設備の運転状態及び差圧を確認後，ダン

パ開閉操作（給気側及び排気側のダンパを閉操作並びに再循環

ラインのダンパを開操作すること。）をするとともに，緊急時

対策建屋排風機の停止により，緊急時対策建屋換気設備を再循

環モードへ切り替える。 

③その後，停止した緊急時対策建屋排風機の弁及びダンパの閉

操作を行い，設備監視室へ移動し，監視制御盤にて緊急時対策

建屋換気設備の運転状態及び差圧を確認する。 

④再循環モードでの運転状態において，酸素濃度の低下，二酸

化炭素濃度の上昇又は対策本部室の差圧の低下により居住性が

確保できなくなるおそれがある場合は，外気取入加圧モードに

切り替え，居住性を確保する。 

また，再循環モードでの運転状態において，気体状の放射性

物質が大気中へ大規模に放出するおそれがある場合で，酸素濃

度の低下，二酸化炭素濃度の上昇，対策本部室の差圧の低下又

は緊急時対策所内の線量当量率の上昇により居住性の確保がで

きなくなるおそれがある場合は，緊急時対策建屋加圧ユニット

による加圧により，緊急時対策所への放射性物質の流入を防止

し，非常時対策組織の要員の被ばくを低減する。 

３）操作の成立性 

本対策の実施判断後，緊急時対策建屋内において，緊急時対

策建屋換気設備の再循環モードへの切り替えを指示してから，
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有毒ガス防護に係る申請書項⽬の整理表（技術的能⼒ 1.13） 

発⽣源  防護対象者  検知⼿段  防護対策 
補 1.13-11-別 2-16 

 

１.事業指定申請書（既許可） ２.既許可の対応 ３.影響評価ガイドに基づく確認 ４.整理資料への反映事項 

非常時対策組織の本部長１人，非常時対策組織の要員２人の合

計３人で行い，１時間40分以内に対処可能である。 

 

【添付書類八 添付１ 12.b.(b) 重大事故等に対処するため

に必要な指示及び通信連絡に関する措置】（P8-添1-1344） 

(ｂ) 重大事故等に対処するために必要な指示及び通信連絡に

関する措置 

重大事故等が発生した場合において，重大事故等に対処する

ために必要な指示を行う要員等が，緊急時対策建屋情報把握設

備及び通信連絡設備により，必要なパラメータを監視又は収集

し，重大事故等に対処するために必要な情報を把握するととも

に，重大事故等に対処するための対策の検討を行う。 

また，重大事故等に対処するための対策の検討に必要な資料を

緊急時対策建屋に整備する。 

重大事故等が発生した場合において，通信連絡設備により，

再処理施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡

を行う。 

外部電源喪失時は，緊急時対策建屋電源設備からの給電によ

り，緊急時対策建屋情報把握設備及び通信連絡設備を使用する。 

【添付書類八 添付１ 12.b.(b) ⅳ.通信連絡に関する手順

等】（P8-添1-1341） 

ⅳ．通信連絡に関する手順等 

重大事故等時において，通信連絡設備により，中央制御室，屋

内外の作業場所，国，原子力規制委員会，青森県，六ヶ所村等

の再処理施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連

絡を行うための手順を整備する。 

重大事故等対処に係る通信連絡設備一覧を第12－４表に，通信

連絡設備の系統概要図を第12－13図に示す。 

再処理施設の内外の通信連絡をする必要のある場所と通信連絡

を行うための通信連絡設備の使用方法等，必要な手順の詳細は

「13. 通信連絡に関する手順等」にて整備する。 

【添付書類八 添付１ 12.ⅱ.(d) ⅱ．緊急時対策建屋用電源

車（自主対策設備）による給電手順】（P8-添1-1351） 

ⅱ．緊急時対策建屋用電源車（自主対策設備）による給電手順 

緊急時対策建屋用電源車による，緊急時対策所に給電する手

順の概要は以下のとおり。 

緊急時対策建屋用電源車による給電手順のタイムチャートを第

12－19図に示す。 

(ⅲ) 操作の成立性 
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有毒ガス防護に係る申請書項⽬の整理表（技術的能⼒ 1.13） 

発⽣源  防護対象者  検知⼿段  防護対策 
補 1.13-11-別 2-17 

 

１.事業指定申請書（既許可） ２.既許可の対応 ３.影響評価ガイドに基づく確認 ４.整理資料への反映事項 

重大事故等の対処においては，通常の安全対策に加えて，放

射線環境や作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時及び

作業時の状況に応じて着用することとする。 

（略） 

重大事故等の対処時においては，中央制御室との連絡手段を

確保する。 

夜間及び停電時においては，確実に運搬，移動ができるよう

に，可搬型照明を配備する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

455



 
有毒ガス防護に係る申請書項⽬の整理表（技術的能⼒ 1.13） 

発⽣源  防護対象者  検知⼿段  防護対策 
補 1.13-11-別 2-18 

 

１.事業指定申請書（既許可） ２.既許可の対応 ３.影響評価ガイドに基づく確認 ４.整理資料への反映事項 

【添付書類八 添付１ 12. 第12－５図 緊急時対策建屋換気

設備の切替概要図】（P8-添1-1364） 
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有毒ガス防護に係る申請書項⽬の整理表（技術的能⼒ 1.13） 

発⽣源  防護対象者  検知⼿段  防護対策 
補 1.13-11-別 2-19 

 

１.事業指定申請書（既許可） ２.既許可の対応 ３.影響評価ガイドに基づく確認 ４.整理資料への反映事項 

【添付書類八 添付１ 12. 第12－９図 緊急時対策建屋換気

設備によるモード切替判断のフローチャート】（P8-添1-1368） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

457



 
有毒ガス防護に係る申請書項⽬の整理表（技術的能⼒ 1.13） 

発⽣源  防護対象者  検知⼿段  防護対策 
補 1.13-11-別 2-20 

 

１.事業指定申請書（既許可） ２.既許可の対応 ３.影響評価ガイドに基づく確認 ４.整理資料への反映事項 

【添付書類八 添付１ 12. 第12－10図 緊急時対策建屋換気

設備の再循環モード切り替えのタイムチャート】（P8-添1-1369） 
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有毒ガス防護に係る申請書項⽬の整理表（技術的能⼒ 1.13） 

発⽣源  防護対象者  検知⼿段  防護対策 
補 1.13-11-別 2-21 

 

１.事業指定申請書（既許可） ２.既許可の対応 ３.影響評価ガイドに基づく確認 ４.整理資料への反映事項 

【添付書類八 添付１ 12. 第12－13図 通信連絡設備の系統

概要図】（P8-添1-1372） 
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有毒ガス防護に係る申請書項⽬の整理表（技術的能⼒ 1.13） 

発⽣源  防護対象者  検知⼿段  防護対策 
補 1.13-11-別 2-22 

 

１.事業指定申請書（既許可） ２.既許可の対応 ３.影響評価ガイドに基づく確認 ４.整理資料への反映事項 

【添付書類八 添付１ 12. 第12－15図 緊急時対策建屋換気

設備の切り替えのタイムチャート】（P8-添1-1374） 
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１．14 通信連絡に関する手順等 
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補 1.14－９－１ 

 

既許可における有毒ガス防護の対応状況及び妥当性の確認 

 

１．はじめに 

再処理施設に対する有毒ガスの影響及び防護対策については，新規制基

準適合性審査における事業変更許可（以下，「既許可」という。）において

考慮している事項である。 

一方，規則改正により，事業指定基準規則 第 20 条（制御室等）及び第

26 条（緊急時対策所）において，有毒ガスが発生した場合に運転員及び緊

急時対策所の指示要員の対処能力が損なわれるおそれがある有毒ガスの発

生源に対し，有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガ

スの発生を検出した場合に制御室及び緊急時対策所で自動的に警報するた

めの装置（以下，「有毒ガスの発生を検出する装置及び警報装置」という。）

の設置が追加で要求されている。 

また，技術的能力審査基準において，有毒ガス発生時の重大事故等に対

処する要員の防護に関して，吸気中の有毒ガス濃度を基準値以下とするた

めの手順と体制の整備，予期せず発生する有毒ガスへの対策等の具体的要

求事項が追加されている。 

上記に関しては，規則改正に合わせて，有毒ガス防護に係る影響評価ガ

イド（以下，「影響評価ガイド」という。）が策定されており，人体影響の

観点から，有毒ガスが施設の安全性を確保するために必要な要員の対処能

力に影響を与えないことを評価するための方法やとるべき対策が具体化さ

れている。 

ここでは，影響評価ガイドを参考とし，技術的能力審査基準 1.14（以下，

「技術的能力 1.14」）に係る既許可の防護対策等に対して，改めて考慮す

べき事項の有無についての確認を行い，既許可で考慮していた事項の妥当

464



補 1.14－９－２ 

 

性の確認を行う。 

 

２．有毒ガス防護に係る既許可の設計方針 

影響評価ガイドで規定されている発生源，防護対象者，検知手段及び防

護対策の４つの観点で以下の通り整理した。 

（１）発生源 

技術的能力 1.14 は，重大事故発生時に所内外の通信連絡設備の機能喪

失時に対処する手順である。 

重大事故時の作業環境の雰囲気の悪化をもたらす発生源は，技術的能力

1.0 で整理した有毒ガスの発生源と同じであることから，以下の通り想定

している。 

・ 有毒ガス（第９条で想定する敷地内における化学物質の漏えいに伴う有

毒ガス，敷地外の固定施設及び可動施設からの有毒ガス。また，第 12 条

で想定する化学薬品の漏えいにより発生することが想定される有毒ガ

スも含まれる。） 

・ 火災の二次的影響によるばい煙及び有毒ガス（第９条で想定する森林火

災，航空機落下，近隣工場等の火災，爆発により発生するもの。また，

第５条で想定する内部火災による煙及び燃焼生成物も含まれる。） 

・ 降下火砕物（第９条で想定する火山の影響によるものであり，降下火砕

物に付着している毒性のある火山ガス成分が対象。） 

 

（２）防護対象者 

再処理施設においては，重大事故等対処上特に重要な操作を行う要員を

限定せず，重大事故等対策に関わる非常時対策組織要員全員を防護対象と

し，制御室にとどまる実施組織要員，緊急時対策所にとどまる要員及び屋
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内外で重大事故等対処を実施する要員としている。 

技術的能力 1.14 の防護対象者は屋内外で重大事故等対処を実施する実

施組織の要員，中央制御室にて指示，配備を行う者及び緊急時対策所で配

備を行う支援組織の要員である。 

なお，このうち，中央制御室にとどまる要員は，技術的能力 1.11 で整

理する。また，緊急時対策所にとどまる要員については，技術的能力 1.13

で整理する。 

 

（３） 検知手段 

既許可では，有毒ガスの発生（敷地内での異臭等の異常を含む）を認知

した者（敷地内の可動施設の立会人等）は，中央制御室に連絡を行い，中

央制御室から再処理事業所内の必要箇所に情報伝達を行うことで検知可能

である。 

敷地外の固定施設からの有毒ガスの発生について外部機関からの連絡

を中央制御室で受けることで，検知可能である。 

重大事故等時において，通信連絡設備が機能喪失している場合は，代替

通信連絡設備を用いて，有毒ガスの発生（敷地内での異臭等の異常を含む）

を認知した者，中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御

室，緊急時対策所，その他屋内外の所員が双方向に情報を伝達可能である。

また，外部からの連絡についても，代替通信連絡設備により連絡を受ける

ことにより，検知が可能である。 

その他，公的機関からの降灰予報等の気象情報を入手できる設備により，

火山の影響を把握することができる。  

以上の内容を有毒ガスに関して纏めると以下の通りとなる。 

・所内通信連絡設備，所外通信連絡設備，代替通信連絡設備を用いた通
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信連絡 

その他，制御室及び緊急時対策所からの通信連絡並びに嗅覚による異常

の検知等，技術的能力 1.0 に記載した内容により，有毒ガスの発生が検知

可能である。 

 

（４）防護対策 

作業環境に影響を及ぼす事象に対し，作業環境に応じた防護具の配備及

び着用が可能な設計としている。 

なお，実施組織要員が使用する有毒ガスの防護具については，補足説明

資料 1.0－２に整理する。 

また，既許可で想定する技術的能力 1.0 で整理した有毒ガスの発生源に

対する防護対策は，技術的能力 1.0，制御室及び緊急時対策所については，

技術的能力 1.11 及び 1.13 に整理する。 

 

３．影響評価ガイドに照らした確認 

  ２．の設計方針を踏まえ，影響評価ガイドで規定されている発生源，防

護対象者，検知手段及び防護対策の４つの観点で確認を行い，既許可の対

応で妥当であることを確認した。確認結果の概要を以下に示す（詳細は,別

紙１「有毒ガス防護に係る申請書項目の整理表」の整理方法について，別

紙２有毒ガス防護に係る申請書項目の整理表参照）。 

（１）発生源 

影響評価ガイドの有毒ガスの発生源は，有毒化学物質の揮発等（気体の

漏えい及び液体の漏えいによる揮発）により発生するもの及び他の化学物

質等との反応によって発生する以下のものを対象としている。 

 敷地内に保管されている有毒化学物質 
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 敷地外（制御室から半径 10km 以内）に保管されている有毒化学物質 

 敷地内で輸送される有毒化学物質 

 

既許可では，敷地内に貯蔵及び輸送する有毒化学物質の漏えいに伴い発

生する有毒ガス，敷地外の固定施設及び可動施設からの有毒ガスを対象と

し，予期せず発生する有毒ガスを含め，発生源を考慮している。また，火

災の二次的影響によるばい煙及び有毒ガス（森林火災，航空機落下，近隣

工場等の火災，爆発により発生するもの。内部火災による煙及び燃焼生成

物）や降下火砕物を対象としており，影響評価ガイド以上のものを考慮し

ている。 

したがって、既許可において，新たに対象とすべき有毒ガスの発生源は

なく，既許可の対応で妥当であることを確認した。 

 

（２）防護対象者 

影響評価ガイドの防護対象者は，①制御室にとどまる運転員（設計基準）

/実施組織要員（重大事故），②緊急時対策所にとどまる要員，③屋外で重

大事故等対処を実施する要員としている。 

技術的能力 1.14 では，①～③及び屋内で重大事故等対処を実施する要

員について考慮していることから，既許可の対応で妥当であることを確認

した。 

なお，①については，技術的能力 1.11 で考慮している。②については，

技術的能力 1.13 で考慮されている。 

 

（３）検知手段 

影響評価ガイドの検知手段は以下としている。 
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発生源 検知手段 

①敷地内の固定施設 有毒ガスの発生又は発生の兆候を検出する装置

及び有毒ガスの到達を検出するための装置 

②敷地内の可動施設 可動源に対する立会人による認知 

③敷地外の固定施設 敷地外からの連絡 

－消防，警察，海上保安庁，自衛隊 

－地方公共団体（例えば，防災有線放送，防災行

政無線，防災メール，防災ラジオ等） 

－報道（例えば，ニュース速報等） 

－その他有毒ガスの発生事故に係る情報源 

④共通 異臭がする等の異常の確認 

有毒ガスの発生又は到達を認知した場合や，上記

異常を確認した場合の通信連絡設備による伝達 

 

既許可では，所内外の必要な箇所と通信連絡の整備及び降灰予報の確認

により，以下の通り検知できる設計としており妥当であることを確認した。 

②敷地内の可動施設 

敷地内の可動施設に対しては，立会人から所内通信連絡設備による連

絡により，中央制御室に連絡を行うことで検知可能である。 

 ③敷地外の固定施設 

通信連絡設備を用いて，敷地外の固定施設からの有毒ガスの発生につ

いて外部機関からの連絡を中央制御室で受けることが可能である。 

 ④共通 

有毒ガスの発生（敷地内での異臭等の異常を含む）を認知した者（敷

地内の可動施設の立会人等）は，中央制御室に連絡を行い，中央制御室

から再処理事業所内の必要箇所に情報伝達を行うことで検知可能であ

る。 

また，重大事故時において，通信連絡設備が機能喪失している場合は，

代替連絡設備を用いることにより，検知可能である。 

公的機関からの降灰予報等の気象情報を入手できる設備により，火山
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の影響を検知することが可能である。 

なお,制御室及び緊急時対策所からの通信連絡並びに嗅覚による異常

の検知等，技術的能力 1.0 に記載した内容により，有毒ガスの発生が検

知可能である。 

 

（４）防護対策 

影響評価ガイドの防護手段は，以下のいずれか又は複数を考慮すること

としている。 

 換気空調設備の隔離（外気連絡の遮断及び酸欠防止等のための外気取

入れの再開） 

 制御室等の正圧化 

 空気呼吸具等（酸素呼吸器，防毒マスクを含む）の配備 

 敷地内の有毒化学物質の中和等の措置（終息活動） 

 

技術的能力 1.14 では，作業環境に応じた防護具の配備を行い，移動時

及び作業時の状況に応じて着用することとしている。 

また，発生源に対する防護対策として，有毒ガスの発生を認知した者か

ら中央制御室所への通信連絡及び有毒ガスの発生（敷地内での異臭等の異

常を含む）を認知した者，中央制御室，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵

施設の制御室，緊急時対策所，その他屋内外の所員が双方向に情報を伝達

可能とするための通信連絡の手順を整備することとしている。  

このため，既許可の対応は，影響評価ガイドの防護手段の空気呼吸具等

の防護具の配備に該当することから，既許可の対応で妥当であることを確

認した。 

なお，制御室にとどまる要員に対する防護対策は，技術的能力 1.11，緊
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急時対策所にとどまる要員対しては，技術的能力 1.13 で整理した防護対

策を用いることとしている。 

 

４. 整理資料への反映（再掲） 

技術的能力 1.14 に係る既許可の申請書及び整理資料を確認した結果，

既許可の対応で妥当であることを確認した。 

追加要求事項に対する対応が必要な事項，及び記載の適正化・明確化が

必要な事項について，整理資料へ反映するものはない。 

 

＜追加要求事項への対応＞ 

 なし 

 

＜記載の適正化・明確化＞ 

 なし 

 

以 上 
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別紙１ 
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「有毒ガス防護に係る申請書項目の整理表」の整理方法について 

 

「大気（作業環境）の汚染事象」に対する既許可の対応について，以下の方法

で別紙 2に整理表（4段表）としてまとめ，既許可の防護対策等に対し改めて考

慮すべき事項の有無についての確認を行い，既許可で考慮していた事項の妥当

性の確認を行う。 

 

1. 事業指定申請書（既許可） （左から 1列目） 

 事業指定申請書において有毒ガスに係る事項を抽出して条文毎に整理表を作

成し，整理表内で，本文-添付間の構成単位（以下，「パート」という。）でまと

め，影響評価ガイドの「６．有毒ガス防護に係る妥当性の判断」の項目（発生源，

防護対象者，検知手段及び防護対策）に該当する箇所を色塗りする。 

 

・発生源 

・防護対象者 

・検知手段 

・防護対策 

 

2. 既許可の対応 （左から 2列目） 

1.で色塗りした発生源，防護対象者，検知手段及び防護対策の項目毎に各パー

トの既許可の対応を整理する。必要に応じ，関係する条文の情報を含めて記載す

る。 

また，既許可の各条文の整理資料を確認し，発生源，防護対象者，検知手段及

び防護対策の観点で整理資料に更に具体的に記載されている場合は，これを含

めて整理する。（したがって，左から 1列目（1.の色塗り）と 2.の既許可の対応

が一致しないことがある。） 

 

3. 影響評価ガイドに基づく確認 （左から 3列目） 

2．で整理した既許可の対応（整理資料の内容を含む）について，パート単位

で発生源，防護対象者，検知手段，防護対策毎に，影響評価ガイドに示される有

毒ガス防護のための対応と比較し，「大気（作業環境）の汚染事象」に対する既

許可の対応について，既許可の対応で十分であるか，明確化もしくは追加すべき

事項として新たに考慮すべき事項の有無を整理する。 

 

3.1. 発生源 

「大気（作業環境）の汚染事象」について，各条文で考慮すべき事象の範囲
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において，影響評価ガイドに示される有毒ガス発生源と比較して，新たに対象

とすべき発生源があるか。 

＜影響評価ガイドの有毒ガス発生源＞ 

以下の有毒化学物質の揮発等（気体の漏えい及び液体の漏えいによる揮発）

により発生するもの及び他の化学物質等との反応によって発生するもの。 

 敷地内に保管されている有毒化学物質 

 敷地外（制御室から半径 10km 以内）に保管されている有毒化学物

質 

 敷地内で輸送される有毒化学物質 

 

3.2. 防護対象者 

「大気（作業環境）の汚染事象」から防護する者について，各条文で考慮す

べき防護対象者の範囲において，設計基準では①及び②，重大事故では①～③

を対象とし，その一部または全体が考慮されているか。 

＜影響評価ガイドの防護対象者＞ 

① 制御室にとどまる運転員（設計基準）/実施組織要員（重大事故） 

② 緊急時対策所内にとどまる要員 

③ 屋外で重大事故等対処を実施する要員 

 

3.3. 検知手段 

「大気（作業環境）の汚染事象」に対し防護措置を講じるために，影響評価

ガイドに示される各発生源に対応した検知手段と比較して，新たに対応すべき

検知手段があるか。 

＜影響評価ガイドの対応＞ 

以下の検知手段及びその手順と体制の整備。 

（敷地内の固定施設） 

 有毒ガスの発生又は発生の兆候を検出する装置及び有毒ガスの到達

を検出するための装置 

（敷地内の可動施設） 

 可動源に対する立会人による認知 

（敷地外の固定施設） 

 敷地外からの連絡 

－消防，警察，海上保安庁，自衛隊 

－地方公共団体（例えば，防災有線放送，防災行政無線，防災メール，

防災ラジオ等） 

－報道（例えば，ニュース速報等） 
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補 1.14-9-別 1-3 

 

－その他有毒ガスの発生事故に係る情報源 

 

（共通） 

 異臭がする等の異常の確認 

 通信連絡設備による伝達 

 

3.4. 防護対策 

「大気（作業環境）の汚染事象」から防護対象者を防護するための対策につ

いて，影響評価ガイドに示される①～③の何れかの防護対策と比較して，新た

に対応すべき防護対策があるか。また，化学物質の漏えいに対して④の終息活

動の措置が取られているか。 

 

＜影響評価ガイドの防護対策＞ 

以下の防護対策及びその手順と体制の整備。 

① 換気空調設備の隔離（外気連絡の遮断及び酸欠防止等のための外気

取入れの再開） 

② 制御室等の正圧化 

③ 空気呼吸具等（酸素呼吸器，防毒マスクを含む）の配備 

④ 敷地内の有毒化学物質の中和等の措置（終息活動） 

 

4. 整理資料への反映事項 （左から 4列目） 

 1.～3.の確認結果から，影響評価ガイドの項目（発生源，防護対象者，検知手

段及び防護対策）で既許可の対応を確認した結果に基づき，追加要求事項に対す

る対応が必要な事項及び記載の適正化・明確化が必要な事項を整理し，条文毎に

整理資料への反映事項を整理する。 

  

以上 

475



令和３年８月 19 日 R０ 

 
 
 
 
 

 

補足説明資料 1.14.9 
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476



 目次  

 

  技術的能力（1.14 通信連絡設備に関する手順等）(補 1.14.9-

別 2-1) 

【本文 第５表 重大事故等対処における手順の概要（15／

15）】 

【添付書類八 第５－１表 重大事故等対処における手順の

概要（15／ 15）】 

【添付書類八  13.b.(a)i.  再処理事業所内の通信連絡を

する必要のある場所と通信連絡を行うための手順等】 

【添付書類八 13.b.(a)i.(i)  所内通信連絡設備を用いる

場合の手段】 

【添付書類八 13.b.(a)i.(ⅱ )1)  屋内（現場）等における

通信連絡】 

【添付書類八 13.b.(a)i.(ⅱ )２ )  屋内（中央制御室，緊急

時対策所等）における通信連絡】 

【添付書類八 13.b.(a)i.(ⅱ )3)  屋内（中央制御室，緊急

時対策所等）における通信連絡】 

【添付書類八 13.b.(a)ⅱ .(i)1)  事業所内の通信連絡】 

【添付書類八 13.b.(a)ⅱ .(i)2)  緊急時対策所へのデータ

伝送】 

【添付書類八 13.b.(a)ⅱ .(ⅱ )1)  屋内（現場）等からの通

信連絡】 

【添付書類八 13.b.(a)ⅱ .(ⅱ )2)  屋外（現場）からの通信

連絡】 

【添付書類八 13.b.(a)ⅱ .(ⅱ )3)  屋内（中央制御室，緊急
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時対策所等）からの連絡】 

【添付書類八 13.b.(b)i.(i)  所外通信連絡設備を用いる

場合の手段】 

【添付書類八 13.b.(b)i.(ⅱ )1)  中央制御室における通信

連絡】 

【添付書類八 13.b.(b)i.(ⅱ )2)  緊急時対策所における通

信連絡】 

【添付書類八  13.b.(b)ⅱ .計測等を行った重要なパラメー

タを再処理事業所外の必要な場所と共有するための手順等】 

【添付書類八 13.b.(b)ⅱ .(i)1)  事業所外（国，地方公共

団体，その他関係機関等）への連絡】 

【添付書類八 13.b.(b)ⅱ .(i)2)  事業所外（緊急時対策支

援システム（ＥＲＳＳ））へのデータ伝送】 

【添付書類八 13.b.(b)ⅱ .(ⅱ )1)  中央制御室から事業所

外（国，地方公共団体，その他関係機関等）への連絡】 

【添付書類八 13.b.(b)ⅱ .(ⅱ )2)  緊急時対策所から事業

所外（国，地方公共団体，その他関係機関等）への通信連絡】 

【添付書類八 13.b.(c)(i)  制御建屋可搬型発電機による

可搬型衛星電話（屋内用）等への給電】 

【添付書類八 13.b.(c)(ⅱ )  使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設可搬型発電機による可搬型衛星電話（屋内用）等へ

の給電】 

【添付書類八 13.b.(c)(ⅲ )  使用済燃料の受入れ施設及び

貯蔵施設可搬型発電機による可搬型衛星電話（屋内用）等へ
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の給電】 

【添付書類八 13.第 13-1 表  機能喪失を想定する設備と整

備する対応手段，対処設備，手順書一覧（再処理事業所内の

通信連絡をする必要のある場所との通信連絡）】 

【添付書類八 13.第 13-2 表  機能喪失を想定する設備と整

備する対応手段，対処設備，手順書一覧（再処理事業所外の

通信連絡をする必要のある場所との通信連絡）】 

【添付書類八 13.第 13-3 表  審査基準における要求事項ご

との給電対象設備】 

【添付書類八 13.第 13-4 表  通信連絡を行うために必要な

設備】 

【添付書類八 13.第 13-1 図  屋内（現場）における再処理

事業所内への通信連絡手順の概要】 

【添付書類八 13.第 13-2 図  屋外（現場）における再処理

事業所内への通信連絡手順の概要】 

【添付書類八 13.第 13-3 図  屋内（中央制御室及び緊急時

対策所等）における再処理事業所内への通信連絡手順の概要】 

【添付書類八 13.第 13-4 図  中央制御室における再処理事

業所外への通信連絡手順の概要】 

【添付書類八 13.第 13-5 図  緊急時対策所における再処理

事業所外への通信連絡手順の概要】 
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２．大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突そ

の他のテロリズムへの対応 
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既許可における有毒ガス防護の対応状況及び妥当性の確認 

 

１．はじめに 

再処理施設に対する有毒ガスの影響及び防護対策については，新規制基

準適合性審査における事業変更許可（以下「既許可」という）において考

慮している事項である。 

一方，規則改正により，事業指定基準規則 第 20 条（制御室等）及び第

26 条（緊急時対策所）において，有毒ガスが発生した場合に運転員及び緊

急時対策所の指示要員の対処能力が損なわれるおそれがある有毒ガスの発

生源に対し，有毒ガスの発生を検出するための装置及び当該装置が有毒ガ

スの発生を検出した場合に制御室及び緊急時対策所で自動的に警報するた

めに装置（以下，「有毒ガスの発生を検出する装置及び警報装置」という）

の設置が追加で要求されている。 

また，技術的能力審査基準において，有毒ガス発生時の重大事故等に対

処する要員の防護に関して，吸気中の有毒ガス濃度を基準値以下とするた

めの手順と体制の整備，予期せず発生する有毒ガスへの対策等の具体的要

求事項が追加されている。 

上記に関しては，規則改正に合わせて，有毒ガス防護に係る影響評価ガ

イド（以下，「影響評価ガイド」という）が策定されており，人体影響の観

点から，有毒ガスが施設の安全性を確保するために必要な要員の対処能力

に影響を与えないことを評価するための方法やとるべき対策が具体化され

ている。 

ここでは，影響評価ガイドを参考とし，技術的能力審査基準 2.（大規模

な自然災害又は故意による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応

における要求事項の解釈）に係る既許可の防護対策等に対して，改めて考
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慮すべき事項の有無についての確認を行い，既許可で考慮していた事項の

妥当性の確認を行う。 

 

２．有毒ガス防護に係る既許可の設計方針 

影響評価ガイドで規定されている発生源，防護対象者，検知手段及び防

護対策の４つの観点で以下の通り整理した。 

なお，技術的能力 2．では，重大事故時に比べて再処理施設が受ける影

響及び被害の程度が大きく，その被害範囲が広範囲で不確定なものである

ことから，あらかじめシナリオを設定することが困難なものとしている。

このため，既許可では，重大事故等対策において整備する手順等の利用や

技術的能力 1.0 で整理した作業環境条件を考慮している。 

（１）発生源 

 大規模損壊を発生させる可能性のある自然現象のうち人体に影響を及ぼす

可能性がある発生源として，以下の通り想定している。 

・火山の影響による降下火砕物 

・化学薬品の漏えい（地震による配管の破断等を含む） 

 人為事象として，故意による航空機の墜落等による大規模な火災の二次

的影響によるばい煙を想定している。 

・大規模な火災の二次的影響によるばい煙 

また，上記の他，作業時に発生する可能性のある発生源として、技術的能

力 1.0 で整理した発生源を考慮している。 

 

（２）防護対象者 

技術的能力２．は，大規模損壊に対応するための運用であり，防護すべ

き対象者は，制御室，緊急時対策所及び屋内外で作業する非常時対策組織
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の要員である。 

 

（３） 検知手段 

有毒ガスの発生は，作業環境の確認及び通信手段の確保により，以下の

通り検知する設計としている。 

なお，既許可では，重大事故等対策において整備する手順等を利用する

ことから，技術的能力 1.0 で整理した検知手段を用いる（技術的能力 1.0 

補足説明資料 1.0-11-1 参照）。 

・ 作業環境の確認 

初動対応時に，降下火砕物，化学薬品の漏えい及び大規模な火災の

二次的影響による有毒ガスの発生を，現場の非常時対策組織要員が検

知することとしている。 

・ 通信手段の確保 

再処理施設の内外の連絡に必要な通信手段を確保するための複数

の多様な通信手段を配備することにより，現場で検知した有毒ガスの

発生を緊急時対策所及び制御室に連絡し，検知することとしている。 

敷地内の可動施設の立会い及び有毒ガス発生時の連絡により，大気

の汚染事象を検知することとしている。 

また，再処理施設内での有毒ガスの発生を検知した場合に，中央制

御室から所内の必要な箇所に連絡を行うことにより，所内で作業中の

実施組織要員に大気の汚染事象の発生を通達することとしている。 

 

以下，技術的能力 1.0 で整理した検知手段を示す。 

・ 敷地内の固定施設からの有毒ガスの発生検知手段 

・初動対応によりアクセスルートを確認する実施組織要員からの通

516



信連絡等による連絡 

・ 敷地内の可動施設からの有毒ガス発生の検知手段 

・敷地内の可動施設の立会人からの通信連絡等による連絡 

・ 敷地外の固定施設からの有毒ガス発生の検知手段 

・外部機関等からの通信連絡等による連絡 

・ 共通 

・可搬型窒素酸化物濃度計，NOx 濃度計 

・臭気等の異常を検知した者からの通信連絡等による連絡 

・中央制御室，緊急時対策所及び所内の必要箇所に連絡を行うため

の第 47 条の通信連絡設備及び代替通信連絡設備による連絡 

 

（４）防護対策 

 （２）の防護対象者に対して，以下の通り防護する設計としている。 

なお，重大事故等対策において整備する手順等を利用することから，技

術的能力 1.0 で整理した防護対策を行う。 

・ 防護具の配備 

消火活動を実施するために着用する防護具，化学薬品の漏えいを考

慮した防護具の配備をする。この際の資機材は重大事故等発生時に使

用する資機材を用いることを基本としている（第 44 条 整理資料（補

足説明資料 2－9）及び第 46 条 整理資料（補足説明資料 2－2）参

照）。 

・ 緊急時対策所の換気対策 

緊急時対策所の再循環モードにより，緊急時対策所の居住性を確保

することとしている。 
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以下，技術的能力 1.0 で整理した検知手段を示す。 

① 現場作業に当たる重大事故等対策を実施する要員の防護対策 

アクセスルートは，第 33 条において，耐震補強等による有毒ガスの発生

を防止する措置を講じた上，迂回路を含めた複数のルートを確保する。こ

れにより，非常時対策組織要員は，被害状況に応じ有毒ガス影響の可能性

の低いアクセスルートを選ぶことができる。 

地震起因の重大事故等発生時において，初動対応として屋内アクセスル

ートの現場環境確認を実施する者は，不測の事態に可能な限り対応するた

め，酸素呼吸器を着用する。現場作業に当たる重大事故等対策を実施する

要員は，現場環境確認の結果あるいは有毒ガスの発生を検知した者からの

連絡をもとに，防毒マスク等の作業環境に応じた適切な防護具を着用する。

また，有毒ガスの発生が確認されていない場合であっても，防護具を携帯

し，中央制御室からの通信連絡又は臭気等により有毒ガスの発生を認知し

た場合には，作業環境に応じた防護具を着用する。 

現場作業に当たる重大事故等対策を実施する要員が用いる防護具につ

いては，補足説明資料 1.0－２に記載する。また，作業環境に応じた防護

具の選定については，補足説明資料 1.0－６に記載する。防護具の着用に

関する手順及び通信連絡設備による有毒ガス発生の伝達については，技術

的能力 1.1～1.14 に定める。 

 

② 中央制御室にとどまる要員に対する防護対策 

中央制御室にとどまる要員に対しては，有毒ガスの発生を検知した場

合に，換気設備の隔離を行うことにより外気の取入れを停止することが

可能な設備を設けるとともに，そのための手順を定める。また，必要に

応じ防護具を着用する。 
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中央制御室の居住性の確保に係る手順（窒素酸化物濃度測定及び換気

設備の隔離のための手順）については，技術的能力 1.11 に記載する。ま

た，防護具の配備については，第 44 条に記載する。 

なお，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室については，重

大事故等対処時に実施組織要員がとどまることはないが，中央制御室と

同様に，換気設備の隔離を行うことにより外気の取入れを停止すること

が可能な設備を設けるとともに，そのための手順を定める。 

③ 緊急時対策所にとどまる要員に対する防護対策 

緊急時対策所にとどまる要員に対しては，有毒ガスの発生を検知した

場合に，換気設備の隔離を行うことにより外気の取入れを停止すること

が可能な設備を設けるとともに，そのための手順を定める。 

緊急時対策所の居住性の確保に係る手順（窒素酸化物濃度測定及び換

気設備の隔離のための手順）については，技術的能力 1.13 に記載する。 

 

３．影響評価ガイドに照らした確認 

影響評価ガイドの有毒ガスの発生源は，有毒化学物質の揮発等（気体の

漏えい及び液体の漏えいによる揮発）により発生するもの及び他の化学物

質等との反応によって発生する以下のものを対象としている。 

（１）発生源 

影響評価ガイドの有毒ガスの発生源は，有毒化学物質の揮発等（気体の

漏えい及び液体の漏えいによる揮発）により発生するもの及び他の化学物

質等との反応によって発生する以下のものを対象としている。 

 敷地内に保管されている有毒化学物質 

 敷地外（制御室から半径 10km 以内）に保管されている有毒化学物質 

 敷地内で輸送される有毒化学物質 
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既許可では、大規模損壊を発生させる可能性のある自然現象のうち人体

に影響を及ぼす可能性がある発生源として，火山の影響による降下火砕物，

化学薬品の漏えい（地震による配管の破断等を含む）及び人為事象として，

故意による航空機の墜落等による大規模な火災の二次的影響によるばい

煙を想定している。 

また，作業時に発生する可能性のある発生源として，技術的能力 1.0 で

整理した発生源を考慮している。 

影響評価ガイドでは，火災によって発生する有毒ガスを適用範囲外とし

ているが，既許可では，火災により発生するばい煙を記載しており，防護

対象者に対して人体影響を及ぼすものとして対象としている。 

したがって，既許可の技術的能力２．の事象範囲において十分に考慮さ

れており，新たに対象とすべき有毒ガスの発生源はなく，既許可の対応で

妥当であることを確認した。 

 

（２）防護対象者 

影響評価ガイドの防護対象者は，①制御室にとどまる運転員（設計基準）

/実施組織要員（重大事故），②緊急時対策所にとどまる要員，③屋外で重

大事故等対処を実施する要員としている。 

技術的能力２．は，大規模損壊に対応するための方針であり，制御室，

緊急時対策所及び屋内外で作業する非常時対策組織要員を対象としたもの

である。このため，既許可の対応は①，②及び③に対して考慮されており

妥当であることを確認した。 

 

（３）検知手段 

影響評価ガイドの検知手段は以下としている。 
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発生源 検知手段 

①敷地内の固定施設 有毒ガスの発生又は発生の兆候を検出する装置

及び有毒ガスの到達を検出するための装置 

②敷地内の可動施設 可動源に対する立会人による認知 

③敷地外の固定施設 敷地外からの連絡 

－消防，警察，海上保安庁，自衛隊 

－地方公共団体（例えば，防災有線放送，防災行

政無線，防災メール，防災ラジオ等） 

－報道（例えば，ニュース速報等） 

－その他有毒ガスの発生事故に係る情報源 

④共通 異臭がする等の異常の確認 

有毒ガスの発生又は到達を認知した場合や，上記

異常を確認した場合の通信連絡設備による伝達 

  

技術的能力２.では，有毒ガスの発生は，作業環境の確認及び通信手段の

確保により，現場で確認した有毒ガスを中央制御室に連絡することで検知

し，中央制御室から所内の必要な箇所に連絡を行うことにより,所内で作

業中の実施組織の要員に大気の汚染事象を伝達する検知手段が講じられ

ている。 

また，技術的能力２．では，技術的能力 1.0 で整理した検知手段が使用

可能な場合，以下の検知手段が講じられることから，既許可の対応で妥当

であることを確認した。 

① 敷地内の固定施設からの有毒ガスの発生検知手段 

・初動対応によりアクセスルートを確認する実施組織要員からの通

信連絡等による連絡 

② 敷地内の可動施設からの有毒ガス発生の検知手段 

・敷地内の可動施設の立会人からの通信連絡等による連絡 

③ 敷地外の固定施設からの有毒ガス発生の検知手段 

・外部機関等からの通信連絡等による連絡 

④ 共通 
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・可搬型窒素酸化物濃度計，NOx 濃度計 

・臭気等の異常を検知した者からの通信連絡等による連絡 

・中央制御室，緊急時対策所及び所内の必要箇所に連絡を行うため

の第 47 条の通信連絡設備及び代替通信連絡設備による連絡 

 

（４）防護対策 

影響評価ガイドの防護手段は，以下のいずれか又は複数を考慮すること

としている。 

 換気空調設備の隔離（外気連絡の遮断及び酸欠防止等のための外気取

入れの再開） 

 制御室等の正圧化 

 空気呼吸具等（酸素呼吸器，防毒マスクを含む）の配備 

 敷地内の有毒化学物質の中和等の措置（終息活動） 

 

技術的能力 2．では，屋内外の作業を実施する作業員は，作業環境に応

じた防護具の配備・着装を講じていることから防護対策の内，空気呼吸具

等（酸素呼吸器，防毒マスクを含む）の配備が考慮されている。 

 緊急時対策所にとどまる要員については，換気設備の隔離を行うことに

より外気の取入れを停止し,再循環モードとすることにより，影響評価ガ

イドの「換気空調設備の隔離（外気連絡の遮断及び酸欠防止等のための外

気取入れの再開）」に該当する防護対策を講じていることから，既許可の対

応で妥当であることを確認した。 

また，技術的能力２．では，技術的能力 1.0 で整理した防護対策が使用

可能な場合，以下が講じられている。 

① 現場作業に当たる重大事故等対策を実施する要員に対する防護対策 
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地震起因の重大事故等発生時において，初動対応として屋内アクセス

ルートの現場環境確認を実施する者は，不測の事態に可能な限り対応す

るため，酸素呼吸器を着用する。 

現場作業に当たる重大事故等対策を実施する要員は，現場環境確認の

結果あるいは有毒ガスの発生を検知した者からの連絡をもとに，防毒マ

スク等の作業環境に応じた適切な防護具を着用する。また，有毒ガスの

発生が確認されていない場合であっても，防護具を携帯し，中央制御室

からの通信連絡又は臭気等により有毒ガスの発生を認知した場合には，

作業環境に応じた防護具を着用する。 

予期せず発生する有毒ガスに対しても，再処理施設内に保有する酸素

呼吸器等により継続的に対応可能であることに加え，酸素ボンベのバッ

クアップ供給体制を整備する。 

② 中央制御室にとどまる要員に対する防護対策 

 中央制御室にとどまる要員に対しては，予期せず発生する有毒ガスを

含む有毒ガスの発生を検知した場合に，換気設備の隔離を行うことによ

り外気の取入れを停止することが可能な設備を設けるとともに，そのた

めの手順を定める。また，必要に応じ防護具を着用する。 

中央制御室の居住性の確保に係る手順（窒素酸化物濃度測定及び換気

設備の隔離のための手順）については，技術的能力 1.11 に記載する。ま

た，防護具の配備については，第 44 条に記載する。 

なお，使用済燃料の受入れ施設及び貯蔵施設の制御室については，重

大事故等対処時に実施組織要員がとどまることはないが，中央制御室と

同様に，換気設備の隔離を行うことにより外気の取入れを停止すること

が可能な設備を設けるとともに，そのための手順を定める。 

③ 緊急時対策所にとどまる要員に対する防護対策 
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緊急時対策所にとどまる要員に対しては，予期せず発生する有毒ガス

を含む有毒ガスの発生を検知した場合に，換気設備の隔離を行うことに

より外気の取入れを停止することが可能な設備を設けるとともに，その

ための手順を記載する。 

緊急時対策所の居住性の確保に係る手順（窒素酸化物濃度測定及び換

気設備の隔離のための手順）については，技術的能力 1.13 に記載する。 

 

４. 整理資料への反映 

技術的能力２．に係る既許可の申請書及び整理資料を確認した結果，既

許可の対応で妥当であることを確認した。 

追加要求事項に対する対応が必要な事項，及び記載の適正化・明確化が

必要な事項について，整理資料へ反映するものはない。 

 

＜追加要求事項への対応＞ 

 なし 

 

＜記載の適正化・明確化＞ 

 なし 

 

以 上 
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令和３年８月19日 R０ 

 

 

 

 

補足説明資料２．-８ 

別紙１ 

525



「大気（作業環境）の汚染事象」に対する既許可の対応について，以下の方法

で別紙 2に整理表（4段表）としてまとめ，既許可の防護対策等に対し改めて考

慮すべき事項の有無についての確認を行い，既許可で考慮していた事項の妥当

性の確認を行う。 

 

1. 事業指定申請書（既許可） （左から 1列目） 

 事業指定申請書において有毒ガスに係る事項を抽出して条文毎に整理表を作

成し，整理表内で，本文-添付間の構成単位（以下，「パート」という。）でまと

め，影響評価ガイドの「６．有毒ガス防護に係る妥当性の判断」の項目（発生源，

防護対象者，検知手段及び防護対策）に該当する箇所を色塗りする。 

 

・発生源 

・防護対象者 

・検知手段 

・防護対策 

 

2. 既許可の対応 （左から 2列目） 

1.で色塗りした発生源，防護対象者，検知手段及び防護対策の項目毎に各パー

トの既許可の対応を整理する。必要に応じ，関係する条文の情報を含めて記載す

る。 

また，既許可の各条文の整理資料を確認し，発生源，防護対象者，検知手段及

び防護対策の観点で整理資料に更に具体的に記載されている場合は，これを含

めて整理する。（したがって，左から 1列目（1.の色塗り）と 2.の既許可の対応

が一致しないことがある。） 

 

3. 影響評価ガイドに基づく確認 （左から 3列目） 

2．で整理した既許可の対応（整理資料の内容を含む）について，パート単位

で発生源，防護対象者，検知手段，防護対策毎に，影響評価ガイドに示される有

毒ガス防護のための対応と比較し，「大気（作業環境）の汚染事象」に対する既

許可の対応について，既許可の対応で十分であるか，明確化もしくは追加すべき

事項として新たに考慮すべき事項の有無を整理する。 

 

3.1. 発生源 

「大気（作業環境）の汚染事象」について，各条文で考慮すべき事象の範囲

において，影響評価ガイドに示される有毒ガス発生源と比較して，新たに対象

とすべき発生源があるか。 
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＜影響評価ガイドの有毒ガス発生源＞ 

以下の有毒化学物質の揮発等（気体の漏えい及び液体の漏えいによる揮発）

により発生するもの及び他の化学物質等との反応によって発生するもの。 

 敷地内に保管されている有毒化学物質 

 敷地外（制御室から半径 10km 以内）に保管されている有毒化学物

質 

 敷地内で輸送される有毒化学物質 

 

3.2. 防護対象者 

「大気（作業環境）の汚染事象」から防護する者について，各条文で考慮す

べき防護対象者の範囲において，設計基準では①及び②，重大事故では①～③

を対象とし，その一部または全体が考慮されているか。 

＜影響評価ガイドの防護対象者＞ 

① 制御室にとどまる運転員（設計基準）/実施組織要員（重大事故） 

② 緊急時対策所内にとどまる要員 

③ 屋外で重大事故等対処を実施する要員 

 

3.3. 検知手段 

「大気（作業環境）の汚染事象」に対し防護措置を講じるために，影響評価

ガイドに示される各発生源に対応した検知手段と比較して，新たに対応すべき

検知手段があるか。 

＜影響評価ガイドの対応＞ 

以下の検知手段及びその手順と体制の整備。 

（敷地内の固定施設） 

 有毒ガスの発生又は発生の兆候を検出する装置及び有毒ガスの到達

を検出するための装置 

（敷地内の可動施設） 

 可動源に対する立会人による認知 

（敷地外の固定施設） 

 敷地外からの連絡 

－消防，警察，海上保安庁，自衛隊 

－地方公共団体（例えば，防災有線放送，防災行政無線，防災メール，

防災ラジオ等） 

－報道（例えば，ニュース速報等） 

－その他有毒ガスの発生事故に係る情報源 
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（共通） 

 異臭がする等の異常の確認 

 通信連絡設備による伝達 

 

3.4. 防護対策 

「大気（作業環境）の汚染事象」から防護対象者を防護するための対策につ

いて，影響評価ガイドに示される①～③の何れかの防護対策と比較して，新た

に対応すべき防護対策があるか。また，化学物質の漏えいに対して④の終息活

動の措置が取られているか。 

 

＜影響評価ガイドの防護対策＞ 

以下の防護対策及びその手順と体制の整備。 

① 換気空調設備の隔離（外気連絡の遮断及び酸欠防止等のための外気

取入れの再開） 

② 制御室等の正圧化 

③ 空気呼吸具等（酸素呼吸器，防毒マスクを含む）の配備 

④ 敷地内の有毒化学物質の中和等の措置（終息活動） 

 

4. 整理資料への反映事項 （左から 4列目） 

 1.～3.の確認結果から，影響評価ガイドの項目（発生源，防護対象者，検知手

段及び防護対策）で既許可の対応を確認した結果に基づき，追加要求事項に対す

る対応が必要な事項及び記載の適正化・明確化が必要な事項を整理し，条文毎に

整理資料への反映事項を整理する。 

  

以上 
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令和３年８月19日 R０ 

 

 

 

 

補足説明資料２．-８ 

別紙２ 

529



 目次  

  技術的能力２． 概要(補２-８-別２-1) 

【本文 八、ハ.(2)(ⅱ ) 大規模な自然災害又は故意による大

型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における事項】 

【添付書類八  5.2 大規模な自然災害又は故意による大型

航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における事項】 

  手順書の整備(補 2.-8-別 2-4) 

【本文 八、ハ.(2)(ⅱ )(a) 大規模損壊発生時に係る手順書

の整備】 

【添付書類八 5.2.1 大規模損壊発生時の手順書の整備】 

【添付書類八  5.2.1.2 大規模損壊への対応を行うために

必要な手順】 

  大規模損壊発生時の活動拠点について(補 2.-8-別 2-7) 

【本文 八、ハ.(2)(ⅱ )(b)(ﾆ) 大規模損壊発生時の活動拠点】 

【添付書類八  5.2.2.4 大規模損壊への対応を行うために

必要な手順】 

  資機材(補 2.-8-別 2-9) 

【本文 八、ハ.(2)(ⅱ )(c)(ロ ) 大規模損壊に備えた資機材

の配備に関する基本的な考え方】 

【添付書類八  5.2.3 大規模損壊の発生に備えた設備及び

資機材の配備】 
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１.事業指定申請書（既許可） ２.既許可の対応 ３.影響評価ガイドに基づく確認 ４.整理資料への反映事項 

技術的能力２． 概要 

【本文 八、ハ.(2)(ⅱ) 大規模な自然災害又は故意による

大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における事

項】(P591) 

(ⅱ) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムへの対応における事項 

大規模損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場

合に備えて，公衆及び従事者を放射線被ばくのリスクから

守ることを最大の目的とし，以下の項目に関する手順書を

整備するとともに，当該手順書に従って活動を行うための

体制及び資機材を整備する。整備に当たっては過酷な大規

模損壊が発生した場合においても，当該手順書等を活用し 

た対策によって事象進展の抑制及び影響の緩和措置を講ず

ることができるよう考慮する。 

・大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した場

合における消火活動に関すること 

・大規模損壊発生時における燃料貯蔵プール等の水位を

確保するための対策及び使用済燃料の著しい損傷を緩

和するための対策に関すること 

・大規模損壊発生時における放射性物質及び放射線の放

出を低減するための対策に関すること 

技術的能力２．では，「手順書の整備」，「大規模損壊発

生時の活動拠点について」，「資機材」ごとに既許可の対応

を整理する。技術的能力２．全体で整理した概要は以下の

とおり。 

 

・発生源 

 火山の影響 

 大規模な火災等の発生 

 化学薬品の漏えい 

 技術的能力 1.0 で想定する発生源 

 化学薬品の漏えい 

 有毒ガス 

 火山の影響 

 森林火災 

 近隣工場等の火災 

 航空機落下による火災 

 

 

 

・防護対象者 

 非常時対策組織の要員 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・検知手段 

 対処において作業環境を確認すること 

 再処理施設の内外の連絡に必要な通信手段を確保す

るための複数の多様な通信手段の配備 

 技術的能力 1.0 で整理する検知手段 

 初動対応によりアクセスルートを確認する実施

組織要員からの通信連絡等による連絡 

 立会人からの通信連絡等による連絡 

技術的能力２．に関する既許可の対応と影響評価ガイ

ドの対応と比較した結果を整理する。技術的能力２．全体

で整理した内容は以下のとおり。 

 

 

・発生源 

 影響評価ガイドでは，有毒ガスの発生源として有毒

化学物質の揮発等により発生するもの及び他の化学

物質等との反応によって発生するものを対象として

いる。 

 既許可の申請書では，技術的能力 1.0 で想定した発

生源に加え，地震による配管の破断に伴う化学薬品

の漏えいを考慮している。 

 既許可の申請書では，上記に加え降下火砕物による

大気汚染及び火災の二次的影響による大気汚染を有

毒ガス発生源として抽出している。 

 以上のことから，新たに対象とすべき発生源はない

ことを確認した。 

 

・防護対象者 

 影響評価ガイドの防護対象者は，①制御室にとどま

る運転員（設計基準）/実施組織要員（重大事故），②

緊急時対策所にとどまる要員，③屋外で重大事故等

対処を実施する要員とし，重大事故では①～③が対

象となる。 

 既許可の申請書内では，非常時対策組織要員を防護

対象としている。 

 以上のことから，新たに設定すべき防護対象者はな

いことを確認した。 

 

・検知手段 

 影響評価ガイドでは，有毒ガスの発生源に応じた検

出装置及び人による認知や異常の確認を挙げてい

る。 

 既許可の申請書では，作業環境の確認及び通信手段

の確保により，現場で確認した有毒ガスを中央制御

室に連絡することで検知可能である。 

 中央制御室から所内の必要な箇所に連絡を行うこと

技術的能力２．に係る既許可の申請書及び整理資料を

確認した結果，既許可の対応で妥当であることを確認し

た。 

追加要求事項に対する対応が必要な事項，及び記載の

適正化・明確化が必要な事項について，整理資料へ反映す

るものはない。 

 

＜追加要求事項への対応＞ 

なし 

 

＜記載の適正化・明確化＞ 

なし 

【添付書類八 5.2 大規模な自然災害又は故意による大

型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応における事

項】(P8-5-324) 

5.2 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突そ

の他のテロリズムへの対応における事項 

大規模損壊が発生するおそれがある場合又は発生した場

合における体制の整備に関し，次の項目に関する手順書を

適切に整備し，また，当該手順書に従って活動を行うため

の体制及び資機材を整備する。 

・大規模損壊発生時における大規模な火災が発生した場

合における消火活動に関すること 

・大規模損壊発生時における燃料貯蔵プール等の水位を

確保するための対策及び使用済燃料の著しい損傷を緩

和するための対策に関すること 

・大規模損壊発生時における放射性物質及び放射線の放

出を低減するための対策に関すること 
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 外部機関等からの通信連絡等による連絡 

 可搬型窒素酸化物濃度計，窒素酸化物濃度計 

 臭気等の異常を検知した者からの通信連絡等に

よる連絡 

 中央制御室，緊急時対策所及び代替通信連絡設

備による連絡 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・防護対策 

 再循環モードによる緊急時対策所の居住性の確保 

 消火活動を実施するために着用する防護具の配備 

 化学薬品の漏えいを考慮した防護具の配備 

 中央制御室及び緊急時対策所に配備される有毒ガス

防護具を以下のとおり例示する。 

 技術的能力 1.0 で整理する防護対策 

 被害状況に応じてルートを選定することができ

るように，迂回路も含めた複数のルートを確保

すること 

 アクセスルートを通行する際の薬品防護具等の

適切な防護具の着用 

 現場環境確認時の建屋対策班の対策作業員の防

護装備については，現場環境が悪化している可

能性も考慮し，溢水，化学薬品の漏えい等を考慮

した装備とすること 

 重大事故等対策の現場作業を実施する要員

により,所内で作業中の実施組織の要員に大気の汚

染事象を伝達することで検知可能である。 

 技術的能力 1.0 で整理した検知手段が可能な場合，

以下の検知が可能である。 

 敷地内の固定施設からの有毒ガスについては，初動

対応によりアクセスルートを確認する実施組織要員

からの通信連絡等による連絡により検知可能であ

る。 

 敷地内の可動施設からの有毒ガスの発生について

は，立会人からの通信連絡等による連絡により検知

可能である。 

 敷地外の固定施設からの有毒ガスについては，外部

機関等からの通信連絡等による連絡により検知可能

である。 

 共通の検知手段として，可搬型窒素酸化物濃度計，窒

素酸化物濃度計，臭気等の異常を検知した者からの

通信連絡等による連絡及び中央制御室，緊急時対策

所及び代替通信連絡設備による連絡により検知可能

である。 

 以上のことから，新たに設置又は定めるべき検知手

段はないことを確認した。 

 

・防護対策 

 影響評価ガイドに例示されている防護措置は，換気

空調設備の隔離，制御室の正圧化，空気呼吸器の配

備，敷地内の有毒化学物質の中和等の措置等である。 

 既許可の申請書では，再循環モードによる緊急時対

策所の居住性の確保することとしている。 

 制御室等においては，窒素酸化物濃度測定及びそれ

に伴う換気設備の隔離に関する手順が存在する（技

術的能力 1.11）。 

 既許可の申請書では，消火活動及び化学薬品の漏え

いを考慮した防護具を配備することとしている。 

 重大事故等対策において整備する手順等を利用する

ことにより,以下の対策を取ることとしている。 

 被害状況に応じてルートを選定することができ

るように，迂回路も含めた複数のルートを確保

すること 

 アクセスルートを通行する際の薬品防護具等の
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が用いる防護具については，技術的能力 1.0 

整理資料 補足説明資料 1.0－２参照 

 重大事故等対策の現場作業を実施する要員

のうち初動対応を行う者に対して，酸素呼

吸器を配備する（技術的能力 1.0 整理資料 

補足説明資料 1.0－６参照）。 

 酸素呼吸器のバックアップ供給体制につい

ては技術的能力 1.0 整理資料 補足説明

資料 1.0－６参照 

 作業環境に応じた防護具の着用に関する手

順は技術的能力 1.1～1.14 参照 

 中央制御室における窒素酸化物濃度測定及び換

気設備の隔離に係る手順 

 技術的能力 1.11 参照 

 中央制御室における作業環境に応じた防護具

（汚染防護衣（化学物質）・耐薬品用長靴・酸素

呼吸器）の着装手順 

 技術的能力 1.11 参照 

 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室における窒

素酸化物濃度測定及び換気設備の隔離に係る手

順 

 技術的能力 1.11 参照 

 

 

適切な防護具の着用 

 現場環境確認時の建屋対策班の対策作業員の防

護装備については，現場環境が悪化している可

能性も考慮し，溢水，化学薬品の漏えい等を考慮

した装備とすること 

 影響評価ガイドの「空気呼吸具等（酸素呼吸器，

防毒マスクを含む）の配備」に該当する防護対

策を講じている。 

 予期せず発生する有毒ガスを含む有毒ガスに

対し，上記の方法により防護可能であること

は，技術的能力 1.0 整理資料 補足説明資料

1.0-６参照 

 中央制御室における窒素酸化物濃度測定及び換

気設備の隔離に係る手順 

 中央制御室における作業環境に応じた防護具

（汚染防護衣（化学物質）・耐薬品用長靴・酸素

呼吸器）の着装手順 

 使用済燃料受入れ・貯蔵建屋制御室における窒

素酸化物濃度測定及び換気設備の隔離に係る手

順 

 影響評価ガイドの「空気呼吸具等（酸素呼吸器，

防毒マスクを含む）の配備」に該当する防護対

策を講じている。 

 影響評価ガイドの「換気空調設備の隔離（外気

連絡の遮断及び酸欠防止等のための外気取入

れの再開）」に該当する防護対策を講じている。 

 予期せず発生する有毒ガスを含む有毒ガスに

対し，上記の方法により防護可能であること

は，技術的能力 1.0 整理資料 補足説明資料

1.0-６参照 

 緊急時対策所建屋換気設備による再循環運転に

係る手順の整備 

 影響評価ガイドの「換気空調設備の隔離（外気

連絡の遮断及び酸欠防止等のための外気取入

れの再開）」に該当する防護対策を講じている。 

 予期せず発生する有毒ガスを含む有毒ガスに

対し，上記の方法により防護可能であること

は，技術的能力 1.0 整理資料 補足説明資料

1.0-６参照 
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 以上のことから，新たに対応すべき防護対策はない

ことを確認した。 

手順書の整備 

【本文 八、ハ.(2)(ⅱ)(a) 大規模損壊発生時に係る手順

書の整備】(P591) 

大規模損壊では，重大事故等時に比べて再処理施設が受

ける影響及び被害の程度が大きく，その被害範囲は広範囲

で不確定なものと想定する。そのため，あらかじめシナリ

オを設定して対応することが困難である。 

したがって，工場等外への放射性物質及び放射線の放出

低減を最優先に考えた対応を行うこととし，重大事故等対

策において整備する手順書等に加えて，可搬型重大事故等

対処設備による対応を中心とした多様性及び柔軟性を有す

るものとして整備する。 

大規模損壊に係る手順書を整備するに当たっては，重大

事故等の要因として考慮した自然現象を超えるような規模

の自然災害が再処理施設の安全性に与える影響，故意によ

る大型航空機の衝突その他のテロリズムによる再処理施設

の広範囲にわたる損壊，不特定多数の機器の機能喪失，大

規模な火災等の発生などを考慮する。また，重大事故等対

策が機能せず，重大事故が進展し，工場等外への放射性物

質及び放射線の放出に至る可能性も考慮する。 

・発生源 

 火山の影響 

 大規模な火災等の発生 

 化学薬品の漏えい 

・防護対象者 

 実施組織要員 

・検知手段 

 対処において作業環境を確認すること 

・防護対策 

 必要な装備及び資機材を選定すること 

概要にて評価する。 概要にて評価する。 

【添付書類八 5.2.1 大規模損壊発生時の手順書の整

備】(P8-5-324) 

5.2.1 大規模損壊発生時の手順書の整備 
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大規模損壊発生時の対応手順書の整備に当たっては，大

規模損壊の発生によって放射性物質及び放射線が工場等外

に放出されるような万一の事態に至る可能性も想定し，以

下の大規模な自然災害及び故意による大型航空機衝突その

他のテロリズムを考慮する。 

(１) 大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害の選 

 定 

自然災害については，多数ある自然現象の中から再処理

施設に大規模損壊を発生させる可能性のある自然災害を選

定する。 

ａ．自然現象の網羅的な抽出 

国内外の基準を参考に，網羅的に自然現象を抽出及び整

理し，自然現象56 事象を抽出した。 

ｂ．特に再処理施設の安全性に影響を与える可能性のある

自然現象の選定各自然現象については，次の選定基準を

踏まえて想定する再処理施設への影響を考慮し，非常に

過酷な状況を想定した場合に考え得る自然現象について

評価した。 

基準１－１：自然現象の発生頻度が極めて低い 

基準１－２：自然現象そのものは発生するが，大規模損壊

に至る規模の発生を想定しない 

基準１－３：再処理施設周辺では起こり得ない 

基準２ ：発生しても大規模損壊に至るような影響が考え 

られないことが明らかである 

特に再処理施設の安全性に影響を与える可能性がある事

象の影響を整理した結果を第5.2.1－１表及び第5.2.1－１

図にそれぞれ示す。 

検討した結果，地震，竜巻，落雷，森林火災，凍結，干

ばつ，火山の影響，積雪及び隕石を非常に過酷な状況を想

定した場合に大規模損壊の要因として考慮すべき自然現象

として選定する。 

上記の９事象に対し，大規模損壊に至る前に対処が可能

な自然現象は再処理施設に影響を与えないものと考え，特

に再処理施設の安全性に影響を与える可能性のある自然現

象を選定した結果，地震，竜巻，火山の影響及び隕石を大

規模損壊を発生させる可能性のある自然災害として選 

定する。 

ｃ．大規模損壊の対象シナリオ選定 

非常に過酷な状況を想定した場合に大規模損壊の要因と
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して考慮すべき自然現象について，それぞれで特定した外

的事象及びシナリオを基に，大規模損壊として想定するこ

とが適切な事象を選定する。 

上記ｂ．での整理から，再処理施設の最終状態は以下の

３項目に類型化することができる。 

・大規模損壊で想定しているシナリオ・重大事故等で想

定しているシナリオ 

・設計基準事故で想定しているシナリオ 

事象ごとに再処理施設の最終状態を整理した結果を第 

5.2.1－２表に示す。その結果，再処理施設において大規

模損壊を発生させる可能性のある自然現象は，地震，竜

巻，火山の影響及び隕石の４事象である。 

また，大規模損壊を発生させる可能性のある自然現象 

のうち，各事象のシナリオについては以下のとおりであ

る。 

(ａ) 地震 

最も過酷なケースは電力系統，保安電源設備，安全 

冷却水系，安全圧縮空気系，全交流動力電源，閉じ込め

機能，遮蔽機能等の喪失により発生する冷却機能の喪失

による蒸発乾固，放射線分解により発生する水素による

爆発，燃料貯蔵プール等の冷却機能等の喪失，放射性物

質及び放射線の放出によるシナリオの場合となる。 

(ｂ) 竜巻 

最も過酷なケースは全交流動力電源の喪失により発 

生する冷却機能の喪失による蒸発乾固，放射線分解によ

り発生する水素による爆発，燃料貯蔵プール等の冷却機

能等の喪失によるシナリオの場合となる。 

(ｃ) 火山の影響 

最も過酷なケースは全交流動力電源の喪失により発 

生する冷却機能の喪失による蒸発乾固，放射線分解によ

り発生する水素による爆発，燃料貯蔵プール等の冷却機

能等の喪失によるシナリオの場合となる。 

（略） 
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【添付書類八 5.2.1.2 大規模損壊への対応を行うため

に必要な手順】(P8-5-335) 

5.2.1.2 大規模損壊への対応を行うために必要な手順 

技術的能力審査基準の「２．大規模な自然災害又は故意

による大型航空機の衝突その他のテロリズムへの対応にお

ける要求事項」の一～三までの活動を行うための手順書と

して，重大事故等対策で整備する設備を活用した手順書等

に加えて，事象進展の抑制及びその影響の緩和に資するた

めの多様性を持たせた手順書等を整備する。 

また，技術的能力審査基準の「１．重大事故等対策にお

ける要求事項」における１．１項～１．９項の要求事項に

基づき整備する手順書に加えて，大規模損壊の発生を想定

し，制御室の監視及び制御機能が喪失した場合も対応でき

るよう現場にて再処理施設の状態を監視する手順書，現場

において直接機器を作動させるための手順書等を整備す

る。 

整備に当たっては，重大事故等への対処を考慮した上

で，取り得る対処の内容を整理するとともに，判断基準及

び手順書を整備する。 

具体的には，大規模損壊発生時の対応として再処理施設

の被害状況を速やかに把握し，実施責任者（統括当直長）

が実施すべき対策を決定した上で，取り得る全ての施設状

況の回復操作及び重大事故等対策を実施するとともに，著

しい施設の損壊その他の理由により，それらが成功しない

可能性があると実施責任者（統括当直長）が判断した場合

は，工場等外への放射性物質及び放射線の放出低減対策に

着手する。 

これらの対処においては，実施責任者（統括当直長）が

躊躇せずに的確に判断し対処の指揮を行えるよう，財産

（設備等）保護よりも安全を優先する方針に基づき定めた

判断基準を手順書に明記する。 

また，重大事故等対策を実施する実施組織要員の安全を

確保するため，対処においては作業環境を確認するととも

に，実施責任者（統括当直長）は必要な装備及び資機材を

選定する。 

 

大規模損壊発生時の活動拠点について 

【本文 八、ハ.(2)(ⅱ)(b)(ﾆ) 大規模損壊発生時の活動拠

点】(P601) 

・発生源 

 － 

概要にて評価する。 概要にて評価する。 
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(ニ) 大規模損壊発生時の活動拠点 

大規模損壊発生時は，「(２)(ⅰ)(ｄ) 手順書の整備，

訓練の実施及び体制の整備」に基づいた体制の整備と同様

に，実施組織は制御建屋，支援組織は緊急時対策所を活動

拠点とする。また，工場等外への放射性物質若しくは放射

線の大量放出のおそれ又は故意による大型航空機の衝突が

生じたことにより，制御建屋が使用できなくなる場合に

は，実施組織要員は緊急時対策所に活動拠点を移行し，対

策活動を実施するが，緊急時対策所が機能喪失する場合も

想定し，緊急時対策所以外に代替可能なスペースも状況に

応じて活用する。 

気体状の放射性物質が大気中へ大規模に放出した場合

は，再処理施設周辺の線量率が上昇する。そのため，気体

状の放射性物質が大気中へ大規模に放出するおそれがある

場合は，緊急時対策所にとどまり活動する要員以外の要員

は不要な被ばくを避けるため，再処理事業所構外へ一時退

避する。緊急時対策所については，緊急時対策建屋換気設

備を再循環モード又は緊急時対策建屋加圧ユニットによる

加圧によって緊急時対策所の居住性を確保し，要員の放射

線影響を低減させ，気体状の放射性物質が通過後，活動を

再開する。緊急時対策所にとどまり活動する要員以外の要

員の再処理事業所構外への一時退避については，再処理事

業所から離れることで放射線影響を低減させ，気体状の放

射性物質が通過後，再処理事業所へ再参集する。 

・防護対象者 

 － 

・検知手段 

 － 

・防護対策 

 再循環モードによる緊急時対策所の居住性の確保 

【添付書類八 5.2.2.4 大規模損壊への対応を行うため

に必要な手順】(P8-5-351) 

5.2.2.4 大規模損壊発生時の活動拠点 

「5.1.4 手順書の整備，訓練の実施及び体制の整備」で

整備する体制と同様に，大規模損壊が発生した場合は，実

施組織は制御建屋，支援組織は緊急時対策所を活動拠点と

する。また，工場等外への放射性物質若しくは放射線の大

量放出のおそれ又は故意による大型航空機の衝突が生じた

ことにより，制御建屋が使用できなくなる場合には，実施

組織要員は緊急時対策所に活動拠点を移行し，対策活動を

実施するが，緊急時対策所が機能喪失する場合も想定し，

緊急時対策所以外に代替可能なスペースも状況に応じて活

用する。 

気体状の放射性物質が大気中へ大規模に放出した場合

は，再処理施設周辺の線量率が上昇する。そのため，気体
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状の放射性物質が大気中へ大規模に放出するおそれがある

場合は，緊急時対策所にとどまり活動する要員以外の要員

は不要な被ばくを避けるため，再処理事業所構外へ一時退

避する。 

緊急時対策所については，緊急時対策建屋換気設備を再

循環モード又は緊急時対策建屋加圧ユニットによる加圧に

よって緊急時対策所の居住性を確保し，要員の放射線影響

を低減させ，気体状の放射性物質が通過後，活動を再開す

る。緊急時対策所にとどまり活動する要員以外の要員の再

処理事業所構外への一時退避については，再処理事業所か

ら離れることで放射線影響を低減させ，気体状の放射性物

質が通過後，再処理事業所へ再参集する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

資機材 

【本文 八、ハ.(2)(ⅱ)(c)(ロ) 大規模損壊に備えた資機

材の配備に関する基本的な考え方】(P603) 

(ｃ) 大規模損壊の発生に備えた設備及び資機材の配備 

大規模損壊の発生に備え，大規模損壊発生時の対応手順

に従って活動を行うために必要な設備及び資機材は，重大

事故等発生時に使用する重大事故等対処設備及び資機材を

用いることを基本とし，これらは次に示す重大事故等対処

設備の配備の基本的な考え方に基づき配備する。 

（イ）大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝突

その他のテロリズムへの対応に必要な設備の配備及び当該

設備の防護の基本的な考え方 

（略） 

（ロ） 大規模損壊に備えた資機材の配備に関する基本的

な考え方 

資機材については，高い線量率の環境下，大規模な火災

の発生通常の通信手段が使用不能及び外部支援が受けられ

ない状況を想定し，必要な消火活動を実施するために着用

する防護具，消火剤等の資機材，可搬型放水砲等の設備，

・発生源 

 － 

・防護対象者 

 － 

・検知手段 

 再処理施設の内外の連絡に必要な通信手段を確保す

るための複数の多様な通信手段の配備 

・防護対策 

 消火活動を実施するために着用する防護具の配備 

 化学薬品の漏えいを考慮した防護具の配備 

概要にて評価する。 概要にて評価する。 
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放射性物質又は放射線の放出及び化学薬品の漏えいを考慮

した防護具，再処理施設の内外の連絡に必要な通信手段を

確保するための複数の多様な通信手段等を配備する。また，

そのような状況においても資機材の使用が期待できるよ

う，同時に影響を受けることがないように再処理施設から

100ｍ以上離隔をとった場所に分散配置する。 

【添付書類八 5.2.3 大規模損壊の発生に備えた設備及

び資機材の配備】(P8-5-353) 

5.2.3 大規模損壊の発生に備えた設備及び資機材の配備 

大規模損壊の発生に備え，大規模損壊発生時の対応手順

に従って活動を行うために必要な設備及び資機材は，重大

事故等発生時に使用する重大事故等対処設備及び資機材を

用いることを基本とし，これらは次に示す重大事故等対処

設備の配備の基本的な考え方に基づき配備する。 

(１) 大規模な自然災害又は故意による大型航空機の衝

突その他のテロリズムへの対応に必要な設備の配備及

び当該設備の防護の基本的な考え方 

（２）大規模損壊に備えた資機材の配備に関する基本的な

考え方 

資機材については，大規模な火災の発生及び外部支

援が受けられない状況を想定し配備する。また，その

ような状況においても使用を期待できるよう，同時に

影響を受けることがないように再処理施設から100ｍ

以上離隔をとった場所に分散配置する。 

資機材の配備に当たっては，以下の点を考慮し，配

備する。 

ａ．大規模な地震による油タンク火災又は故意による大

型航空機の衝突に伴う大規模な航空機燃料火災及び化

学火災の発生時において，必要な消火活動を実施する

ために着用する防護具，消火に必要な消火剤等の資機

材，可搬型放水砲等の設備を配備する。 

ｂ．放射性物質又は放射線の放出による高い線量率の環

境下において事故対応するために着用する防護具を配

備する。 

ｃ．大規模損壊発生時において，実施組織の拠点である

制御建屋，支援組織の拠点である緊急時対策所及び対

策を実施する現場間並びに再処理施設外との連絡に必

要な通信手段を確保するため，多様な通信手段を複数

配備する。 
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また，通常の通信手段が使用不能な場合を想定した

通信連絡手段として，可搬型通話装置，可搬型衛星電

話（屋内用及び屋外用）及び可搬型トランシーバ（屋

内用及び屋外用）を配備するとともに，消火活動に使

用できるよう，大型化学高所放水車，消防ポンプ付水

槽車及び化学粉末消防車に無線機を搭載する。 

ｄ．化学薬品が流出した場合において，事故対応を行う

ために着用する防護具を配備する。 

ｅ．大規模な自然災害により外部支援が受けられない場

合においても，事故対応を行うための資機材を確保す

る。 

ｆ．全交流動力電源が喪失した環境で対応するために 

必要な照明機能を有する資機材を配備する。 
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